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　(公社)山梨県農業用廃プラスチック処理センター

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 廣瀬　久信 所 管 部 （ 局 ） 課 農政部果樹食品流通課

資本金（基本財産） 16,305 千円 設 立 年 月 日 昭和５１年１１月１日

主 な
出資者

出資順位 出資者名等 出資額 出資比率
1 15,000 千円 47.9 ％
2 11,796 千円 37.7 ％
3 1,630 千円 5.2 ％
4 435 千円 1.4 ％
5 435 千円 1.4 ％
6 2,009 千円 6.4 ％
7 千円 0.0 ％
8 千円 0.0 ％
9 千円 0.0 ％
10 千円 0.0 ％

出資その他 千円 0.0 ％団体（者）

合　　計 31,305 千円 100.0 ％
その他 千円 0.0 ％

設 立
目 的
経 緯
概況等

　　昭和４９年に農業用廃プラスチック処理の株式会社として県も出資して設立したが、昭和５１年８月に会社
は解散。昭和５１年１１月に財産を引き継いで社団法人として設立、その後、平成２５年４月１日に公益社団
法人に移行した。

主な事業名 内容
事業費（単位：千円）

H２３年度 H２４年度 H２５年度
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農業用廃プラスチックの
収集・処理
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プロパー職員の年
齢構成
（H２６．４．１現在）

年齢 ～２０ ２１～３０ ３１～４０ ４１～５０

3 1 0 0 2 3
５１～６０ ６１歳以上 合計 平均年齢
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【経営の状況】 （単位：千円）
２３年度 ２４年度 ２５年度 増減（２５－２４）

13 8 6 △ 2
2,670 3,388 6,380 2,992

0 0 0 0
28,236 27,285 25,285 △ 2,000

0 0 0 0
42 84 100 16

30,961 30,765 31,771 1,006
事業費 16,966 17,270 25,545 8,275

うち人件費 9,077 8,942 11,733 2,791
管理費 13,421 14,089 6,052 △ 8,037

うち人件費 5,439 5,445 1,898 △ 3,547
経常支出　計　 30,387 31,359 31,597 238

574 △ 594 174 768
5 0 0 0

577 6 0 △ 6
△ 572 △ 6 0 6

2 △ 600 174 774
0 0 0 0

50,744 50,143 50,317 174
（単位：千円）

２３年度 ２４年度 ２５年度 増減（２５－２４）
5,219 4,446 6,764 2,318

49,862 50,156 50,335 179
55,081 54,602 57,099 2,497
2,453 2,274 4,265 1,991

0 0 0 0
1,884 2,184 2,517 333

0 0 0 0
4,337 4,458 6,782 2,324

50,744 50,144 50,317 173
うち基本財産への充当額 16,305 16,305 16,305 0
うち特定資産への充当額 14,489 9,977 12,293 2,316

（単位：千円）
２３年度 ２４年度 ２５年度 増減（２５－２４）

1,595 1,595
人件費（派遣法）補助金 0
人件費（派遣法以外）補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
0

0 0 0 0
人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金　計 0 0 0 0
0 0 1,595 1,595

0.0 0.0 5.0 5
0
0

【県の財政的関与の内容・目的・金額】

補助金
（事業費）

委託金

債務負担行為

県債務負担実際残高

項目 内容・目的・金額

負担金 県、市町村、農協、農家が管理費を均等（1/4）に負担　（H25県負担金 1,595千円）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目
流動資産
固定資産

負債　計

経常外収入
経常外支出

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

資産　計
流動負債

うち短期借入金
固定負債

うち長期借入金

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 12 8 66.7%

計画性 3 12 12 100.0%

組織運営の
適正性 3 12 10 83.3%

財務状況 7 56 42 75.0%

効率性 4 16 13 81.3%

合計 20 108 85 78.7%

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点
出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

【警戒指標】

・農業用廃プラスチックの加工処理に係る施設、設備の更新を行わない。
・取引業者との連携を強化し、分別の徹底により有価物としての取引を進め、最終処分に係る処理
経費の削減への取組を更に強化する。
・中長期的な経営の合理化を図るため、平成２５年度に改定した経営計画を着実に実施していく。

現在の業務方法書において、組織運営上、最少人数で運営している。また、情報公開も行っており
透明性の確保に努めている。

分別の徹底による有価取引量を拡大するとともに、最終処分量の削減に努め、経費削減に取り組
んでいる。

平成２０年度より現場作業員を２名削減、２１年度より更に１名、２２年度に更に１名削減している。
また、収集業務を廃止するとともに、最終処分物も三種類に分別し、それぞれの価格設定により大
幅な処理コスト低減を図っている。

有価物取引の導入、最終処分物の細分化への取り組み等、処理方策の改善により事業費総額の
削減に努めている。

定款・業務方法書により計画的に運営している。また、平成２５年度に経営計画を改定した。

県内の農業生産現場から排出される農業用廃プラスチックを適正に処理するという目的に適合し
た業務を行っている。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

農業用廃プラスチックを適正に処理し、自然的、社会的公害の未然防止を図っており、設立目的
及び公益目的に適合している。

「山梨県農業用廃プラスチック処理センター経営計画」及び「年度事業計画」等に基づき、経営改
善に向けた具体的な改善策を講じている。

引き続き、内部管理体制の適切な運用と、組織の透明性の確保に努めること。

引き続き、中長期的視野にたって、排出者である農家負担の見直しや適正な処理料金の設定を
検討すること。

引き続き経営改善を進め、効率的な経営に努めること。

現行の運営体制は簡素化が進んでいるが、農業用廃プラスチックのより低コストで効率的な処理
を一層推進するため、平成２５年度に改定した経営計画に基づき、引き続き、経営改善を進め、
効率的な経営に努めること。

D
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６０％未満

または
警戒指標が３以上

・ 県下の農業生産現場から排出される廃プラスチックを回収・処理しているが、良質なものは有
価販売ができることから、分別を徹底し収入を確保するとともに資源リサイクルにも貢献してい
る。
・ 昨年２月の豪雪でビニールハウスが多数倒壊し、取り壊しの際に大量に産廃処理されたことな
どから、事業収益は減少したものの、会費収入の増加により黒字決算となった。
・ 平成２５年度に改定した経営計画（平成26年度～30年度）に基づき、引き続き分別の徹底によ
る有価販売割合の増加を図るとともに、処理経費の削減に取り組んでいくことが求められる。

　平成２５年度に改定した経営計画に基づき、引き続き、取引業者との連携を強化し農業用廃プラスチックの分
別を徹底し、有価販売に努め、収益の確保や資源リサイクルの推進を図るとともに、経費の削減に取り組み、安
定的な運営経費の確保等に努めていく。

総 合 的 所 見
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